
甲 第 １４２ 号 議 案 

   岡山市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ６ 年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 岡山市国民健康保険条例（昭和３６年市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条中「３か月」の次に「（ただし，急患等として保険医療機関又は保険薬局を受

診した被保険者に係る保険料の納付については，資力の活用が可能となるまでの期間とし

て最長１年）」を加え，同条第３号中「とき」を「とき。」に改める。 

 第２５条第１項中「第９項」を「第５項」に，「若しくは虚偽の届出をした場合又は同

条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない」を

「又は虚偽の届出をした」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１９条の規定は，令和６年度分の保険料のうち令和６年１

２月以後の期間に係るもの及び令和７年度以後の年度分の保険料について適用し，令和

６年度分の保険料のうち令和６年１１月以前の期間に係るもの及び令和５年度以前の年

度分の保険料については，なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための 

番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備 

等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前



の例によることとされる場合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則

の適用については，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

国民健康保険法の一部改正に伴い，被保険者証の返還の求めに応じない者に対する罰則

規定を削除する等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １４３ 号 議 案 

   岡山市子ども医療費給付条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市子ども医療費給付条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ６ 年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市子ども医療費給付条例等の一部を改正する条例 

 （岡山市子ども医療費給付条例の一部改正） 

第１条 岡山市子ども医療費給付条例（昭和４８年市条例第４７号）の一部を次のように

改正する。 

  第１０条中「に対し，当該受給資格者の属する保険者の発行した被保険者証，加入者

証，組合員証，被保険者資格証明書その他の被保険者等であることを証する書類ととも

に」を「から健康保険法に規定する電子資格確認その他の医療保険各法で定める方法に

より被保険者等であることの確認を受けるとともに，」に改める。 

 （岡山市心身障害者医療費給付条例の一部改正） 

第２条 岡山市心身障害者医療費給付条例（昭和４７年市条例第４９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第１０条第１項中「に対し，当該受給資格者の属する保険者の発行した被保険者証，

加入者証，組合員証又は被保険者資格証明書（以下「被保険者証等」という。）ととも

に」を「から健康保険法に規定する電子資格確認その他の医療保険各法で定める方法

（以下「電子資格確認等」という。）により被保険者等であることの確認を受けるとと

もに，」に改め，同条第２項中「被保険者証等」を「電子資格確認等により被保険者等

であることの確認を受けるとともに」に改める。 

 （岡山市ひとり親家庭等医療費給付条例の一部改正） 

第３条 岡山市ひとり親家庭等医療費給付条例（昭和５２年市条例第５０号）の一部を次



のように改正する。 

  第９条第１項中「に対し，当該受給資格者の属する保険者の発行した被保険者証，加

入者証，組合員証又は被保険者資格証明書（以下「被保険者証等」という。）及び」を

「から健康保険法に規定する電子資格確認その他の医療保険各法で定める方法（以下

「電子資格確認等」という。）により被保険者等であることの確認を受けるととも

に，」に改め，同条第２項中「被保険者証等」を「電子資格確認等により被保険者等で

あることの確認を受けるとともに」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 医療機関等における被保険者等であることの確認方法として電子資格確認等を追加する

ため，関係条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １４４ 号 議 案 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ６ 年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市建築関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

 岡山市建築関係事務手数料条例（平成１２年市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

 第１条及び第２条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第５条第１項中「法第１８条第１６項」を「法第１８条第２０項」に改める。 

第７条中「法第１８条第１９項」を「法第１８条第２８項」に改める。 

第８条第１号中「法第１８条第２４項第１号若しくは第２号」を「法第１８条第３８項

第１号若しくは第２号」に改める。 

第１２条第１項第１号中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

第１３条第１項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエ

ネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め，同条第２項中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律第１２条第２項」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第１２条第２項」に，「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行

規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

第１４条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

附 則 



この条例は，公布の日から施行する。ただし，第５条第１項，第７条及び第８条第１号

の改正規定は，この条例の公布の日又は地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法律第５３号）附則第１条第３号

に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

提案理由 

 建築基準法等の一部改正に伴い，所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しよう

とするものである。 



甲 第 １４５ 号 議 案 

   岡山市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 岡山市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

  令和 ６ 年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長  大  森  雅  夫 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例の一 

部を改正する条例 

 岡山市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者の資格等に関する条例（平成２４年市

条例第１１０号）の一部を次のように改正する。 

 第３条各号を次のように改める。 

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。）又は旧大

学令（大正７年勅令第３８８号）による大学（以下これらを「大学」という。）にお

いて土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後，３年以上水道，工業用

水道，下水道，道路又は河川（以下「水道等」という。）に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者（１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者に限る。） 

(2) 大学において機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒

業した後，４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年以

上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(3) 前２号の卒業者であって，学校教育法による大学院の研究科において１年以上衛生

工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後，又は大学の専攻科において衛生工

学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後，第１号の卒業者については２年以上，



前号の卒業者については３年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの（第１号の卒業者については１年以上，前号の卒業者については１年６月以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(4) 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程（以下「専門職大学

前期課程」という。）を含む。）若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６

年勅令第６１号）による専門学校（以下「短期大学等」という。）において土木科又

はこれに相当する課程を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあっては，修了し

た後。次号及び次条第１号から第３号までにおいて同じ。），５年以上水道等に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者（２年６月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

(5) 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒業

した後，６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(6) 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅

令第３６号）による中等学校（以下「高等学校等」という。）において土木科又はこ

れに相当する課程を修めて卒業した後，７年以上水道等に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者（３年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者に限る。） 

(7) 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて卒業

した後，８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(8) １０年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５年以

上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(9) 外国の学校において，第１号，第２号又は第４号から第７号までに規定する課程に

相当する課程を，それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上

に修得した後，それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年

数の２分の１以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 



(10) 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による第２次試験のう

ち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した者に

限る。）であって，１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有するも

の（６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

(11) 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３４条第１項及び第２項の規定

による土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって，３年以上水道等に

関する技術上の実務に従事した経験を有するもの（１年６月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

第４条第１項第１号を次のように改める。 

(1) 大学，短期大学等又は高等学校等において土木工学科若しくは土木科又はこれらに

相当する課程を修めて卒業した後，大学の卒業者については３年以上，短期大学等の

卒業者（専門職大学前期課程にあっては，修了者。次号，第３号及び第５号において

同じ。）については５年以上，高等学校等の卒業者については７年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

第４条第１項第２号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改め，同号

を同項第６号とし，同項第１号の次に次の４号を加える。 

(2) 大学，短期大学等又は高等学校等において工学，理学，農学，医学若しくは薬学に

関する課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当す

る課程を除く。）を修めて卒業した後，大学の卒業者については４年以上，短期大学

等の卒業者については６年以上，高等学校等の卒業者については８年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

(3) 大学，短期大学等又は高等学校等において工学，理学，農学，医学及び薬学に関す

る課程並びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業した後，大学の卒業者に

ついては５年以上，短期大学等の卒業者については７年以上，高等学校等の卒業者に

ついては９年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(4) １０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(5) 外国の学校において，第１号から第３号までに規定する課程に相当する課程を，そ

れぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後，それ



ぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者 

第４条第１項に次の２号を加える。 

(7) 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した者

（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した者に限る。）であって，１年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

(8) 建設業法施行令第３４条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１級の

技術検定に合格した者であって，３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験

を有するもの 

第４条第２項を次のように改める。 

２ １日最大給水量が１０，０００立方メートル以下である専用水道に係る資格について

は，前項第１号中「３年以上」とあるのは「１年６月以上」と，「５年以上」とあるの

は「２年６月以上」と，「７年以上」とあるのは「３年６月以上」と，同項第２号中

「４年以上」とあるのは「２年以上」と，「６年以上」とあるのは「３年以上」と，

「８年以上」とあるのは「４年以上」と，同項第３号中「５年以上」とあるのは「２年

６月以上」と，「７年以上」とあるのは「３年６月以上」と，「９年以上」とあるのは

「４年６月以上」と，同項第４号中「１０年以上」とあるのは「５年以上」と，同項第

５号中「最低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分の１以上」と，同項第７

号中「１年以上」とあるのは「６月以上」と，同項第８号中「３年以上」とあるのは

「１年６月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

   附 則 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。ただし，第４条第１項第２号の改正規

定（「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める部分に限る。）は，公

布の日から施行する。 

２ 第４条第１項第２号の改正規定（「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」

に改める部分に限る。）の施行前に改正前の岡山市水道の布設工事監督者及び水道技術

管理者の資格等に関する条例第４条第１項第２号に規定する講習の課程を修了した者は，

当該改正規定による改正後の第４条第１項第２号に規定する者とみなす。 



 

 

提案理由 

 水道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い，布設工事監督者及び水道技術管理

者の資格要件を改める等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 


